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１ ガイダンスの趣旨 

  択一式対策講座【実践編】の概要の説明と同講座の体験 

 

２ 合格に必要な事項（択一式問題） 

 ① 過去問演習に基づく既出の知識の習得 

 ② 過去問分析に基づく未出の知識の収録 

 ③ 合理的な解法 

 

３ 択一式対策講座【実践編】 

 

⑴ 内 容 

  上記２の実践 

 

⑵ 体 験 
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【択一式問題の解法(総論)】 

 

１ 前 提 

  合理的な解法は、組合せ問題で使用する。 

 

[近年の組合せ問題の出題実績]  

 R5 R4 R3 R2 H31 H30 

午前の部 

(35問) 
33問 34問 34問 35問 31問 32問 

午後の部 

(35問) 
35問 35問 34問 33問 35問 35問 

基

準

点

等 

午前の部 26問 27問 27問 25問 25問 26問 

午後の部 25問 25問 22問 24問 22問 24問 

上乗せ点 27.5 25.5 27.5 26.5 23.5 25.5 

 

２ 合理的な解法 

⑴ 定 義 

  合理的な解法とは、ある設問の判断をした場合に、他の設問の判断ではなく、選択肢を検討し、

これを正解が出るまで繰り返すものである。 

 

⑵ 優先的に検討する設問の決定 

  ある問題を解く場合には、以下の３個の基準を総合的に考慮して、優先的に検討する設問を決定

し、その正誤を軸として、選択肢を検討することになる。 

 

⓪ アを避けること。 

① 設問の文章が短いこと 

② 過去に出題されたことがあること 

③ 設問の難易度が低いこと 
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優先的検討事項 

 

 ある論点が出題された場合に、設問に含まれている可能性が高い知識 

 

１ 民 法 

⑴ 94条２項の第三者 

 ① Ａ所有の甲建物について、ＡＢ間の仮装の売買契約に基づきＡからＢへの所有権の移転の登記がされた後

に、ＢがＣに対して甲建物を譲渡し、ＡがＤに対して甲建物を譲渡した場合には、Ｃは、ＡＢ間の売買契約

が仮装のものであることを知らなかったときであっても、ＢからＣへの所有権の移転の登記をしなければ、

Ｄに対し、甲建物の所有権を主張することができない（最判昭 42.10.31）【H27-5-ｱ、H19-7-ｲ、S58-13-3】。 

 ② Ａ所有の甲建物について、ＡＢ間の仮装の売買契約に基づきＡからＢへの所有権の移転の登記がされた後

に、ＢがＣに対して甲建物を譲渡し、更にＣがＤに対して甲建物を譲渡した場合において、ＣがＡＢ間の売

買契約が仮装のものであることを知らなかったときは、Ｄがこれを知っていたときであっても、Ｄは、Ａに

対し、甲建物の所有権を主張することができない（大判昭 6.10.24）【H11-3-ｵ】。 

 ③ Ａ所有の甲建物について、ＡＢ間の仮装の売買契約に基づきＡからＢへの所有権の移転の登記がされた後

に、ＢがＣに対して甲建物を譲渡し、更にＣがＤに対して甲建物を譲渡した場合において、ＣがＡＢ間の売

買契約が仮装のものであることを知っていたときは、Ｄがこれを知らなかったときであっても、Ｄは、Ａに

対し、甲建物の所有権を主張することができない（最判昭 45.7.24）【H27-5-ｲ、H19-7-ｳ、H15-5-ｲ、H11-3-ｴ】。 

⑵ 立木の物権変動 

  立木の物権変動の対抗要件としての明認方法は、第三者が利害関係を取得した当時にも存在するものでなけ

れば、これをもって当該第三者に対抗することはできない（最判昭 36.5.4）【H31-8-ｱ、H21-9-ｱ、H4-17-ｵ、S61-14-3、

S60-8-3】。 
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⑶ 法定地上権 

 ① 更地に抵当権が設定された後に建物が建築されたとしても、法定地上権は成立せず、このことは、抵当権

者が建物の建築をあらかじめ承認した事実があっても同様である（最判昭 36.2.10、最判昭 44.2.27）【H28-13-

ｱ、H25-14-ｴ、H21-14-ｴ、H17-15-ｱ、H12-16-4、H1-11-ｲ、S62-8-3】。 

 ② 土地がＡＢの共有で、地上の建物がＡの単独所有の場合において、土地のＡ持分について抵当権が設定さ

れ、実行されたときには、Ａのために法定地上権が成立するとすれば、Ｂは、その意思に基づかず、Ａのみ

の事情によって土地に対する持分権に基づく使用収益権を害されることになるため、法定地上権は成立しな

い（最判昭 29.12.23）【H25-14-ｳ、H23-14-ｴ、H16-16-ｴ、H6-13-ｴ】。 

 ③ 土地がＡの単独所有で、建物がＡＢの共有の場合において、土地について抵当権が設定され、実行された

ときには、土地所有者Ａは、自己のみならず他の建物共有者Ｂのためにも当該土地の利用を認めているもの

というべきであるため、法定地上権は成立する（最判昭 46.12.21）【H28-13-ｵ、H23-14-ｵ、H17-15-ｴ、H16-16-

ｲ･ｳ、H12-16-5、H6-13-ｱ】。 

 

２ 不動産登記法 

⑴ 信託に関する登記 

  信託の登記、信託の変更の登記、信託の登記の抹消は、受託者が単独で申請することができる（不登法 98条

２項、100条、103条、104条２項）【信託の登記：H26-26-ｲ、H22-21、H21-20-ｱ、H16-15-ｱ、H7-17-1、S61-18-1、

信託の変更の登記：H30-25-ｲ、H29-26-ｳ、H23-21-ｵ、H23-21-ｱ、H22-22-ｶ、H14-25-ｳ、H7-17-3、信託の登記の

抹消：H23-21-ｳ、H11-24-ｲ、H8-19-ｵ】。 

⑵ 区分建物に関する登記 

  賃借権については、敷地権が生じた前後を問わず、専有部分又は敷地権である旨の登記をした土地のみを目

的とする登記をすることができる【専有部分：H24-19-4、H15-19-ｳ、H15-19-ｶ(仮登記)、H7-23-ｱ、S63-26-2】。

区分地上権については、敷地権が生じた前後を問わず、敷地権である旨の登記をした土地のみにその登記をす

ることができる【H24-19-5、H19-20-ｳ、H11-27-ｲ、H2-18-2】。 

 

３ 会社法（組織再編行為の承認） 

 ① 会社分割を承認する株主総会又は種類株主総会の決議は、必ず特別決議である（会社法 309 条３項２号・

３号、324条２項６号）。 

 ② 存続会社等が消滅株式会社等の特別支配会社である場合において、当該消滅株式会社等が種類株式発行会

社であるときは、必ず略式組織再編が認められる（会社法 784条）。 
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４ 司法書士法（業務を行い得ない事件及び特定の事件についての業務の制限） 

 ① 前件又は後件が登記手続等関係業務である場合には、裁判書類作成関係業務を行うことができる【H17-8-ｵ】。 

 ② 受任している事件の依頼者が同意した場合に裁判書類作成関係業務を行うことができるのは、当該事件の

相手方からの依頼による他の事件である（司書法 22条３項３号・６号、41条２項３号）【H24-8-ｳ、H21-8-ｳ、

H18-8-ｵ】。 

 

５ 供託法（執行供託） 

  金銭債権の全額又はその一部について仮差押えの執行がされた場合（仮差押えの執行が競合した場合を含む。）

においては、第三債務者は、仮差押えの執行に係る金銭債権の全額に相当する金銭を債務の履行地の供託所に

供託することができる（民保法 50 条５項、民執法 156 条１項）【H29-10-ｲ、H22-11-ｳ、H21-10-ｳ、H16-11-ｵ、

H12-10-ｴ、H7-10-ｵ、H1-14-3、S63-14-3、S57-13-3】。 
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【消滅会社等における新株予約権買取請求】 

 

① 新株予約権の消滅の有無 

 

存続会社等・設立会社 

株式会社 持分会社 

消滅の有無 再編時の対価 消滅の有無 再編時の対価 

合  併 
必要的消滅 

(750Ⅳ、754Ⅳ) 

金銭・新株予約権 

(749Ⅰ④、753Ⅰ⑩) 

必要的消滅 

(752Ⅴ、756Ⅳ) 

金銭 

(751Ⅰ⑤、755Ⅰ⑧) 

会社分割 
任意的消滅 

(759Ⅴ、764Ⅶ) 

新株予約権 

(758⑤、763⑩) 

非消滅 

(761、766参) 
－ 

株式交換 

株式移転 

任意的消滅 

(769Ⅳ、774Ⅳ) 

新株予約権 

(768Ⅰ③、773Ⅰ⑨) 

非消滅 

(771参) 
－ 

 

NO.1 ［H24-34-ｱ］ 

□ 吸収合併消滅株式会社が新株予約権を発行しているときは、吸収合併存続株式会社は、吸収合併

に際して、当該新株予約権の新株予約権者に対し、当該新株予約権に代えて、当該吸収合併存続株

式会社の株式を交付することはできない。 

【解答】 ○(749Ⅰ④) 

 

NO.2  

□ 吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転においては、組織再編行為に係る契約又は計画にお

いて、新株予約権に対して金銭を交付する旨を定めることはできない。 

【解答】 ○ 吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転においては、組織再編行為に係る契約又

は計画において、新株予約権に対して金銭を交付する旨を定めることはできない（論点解説 p684）。 
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② 新株予約権買取請求 

 ①発行時の定め ※１ ②再編時の対価 ①②の整合 新株予約権買取請求権 

合  併 

有(236Ⅰ⑧ｲ) 

金銭 ※２ － 有(787Ⅰ①、808Ⅰ①) 

新株予約権 
整合 無 

不整合 有(787Ⅰ①、808Ⅰ①) 

無 
金銭 ※２ － 有(787Ⅰ①、808Ⅰ①) 

新株予約権 － 有(787Ⅰ①、808Ⅰ①) 

会社分割 

有(236Ⅰ⑧ﾛﾊ) 
新株予約権 ※３ 

整合 無 

不整合 有(787Ⅰ②ｲ、808Ⅰ②ｲ) 

(不消滅) － 有(787Ⅰ②ﾛ、808Ⅰ②ﾛ) 

無 
新株予約権 ※３ － 有(787Ⅰ②ｲ、808Ⅰ②ｲ) 

(不消滅) － 無 

株式交換 

株式移転 

有(236Ⅰ⑧ﾆﾎ) 
新株予約権 ※４ 

整合 無 

不整合 有(787Ⅰ③ｲ、808Ⅰ③ｲ) 

(不消滅) － 有(787Ⅰ③ﾛ、808Ⅰ③ﾛ) 

無 
新株予約権 ※４ － 有(787Ⅰ③ｲ、808Ⅰ③ｲ) 

(不消滅) － 無 

※１ 発行時の定めとは、存続会社等の新株予約権を交付する旨の定めをいうため、金銭を交付する旨の定めや

新株予約権を交付しない旨の定めは、発行時の定めとはいえない。 

※２ 対価である金銭の額を零円と定めることもできる。 

※３ 対価は承継会社の新株予約権に限られるため、承継会社又は設立会社が持分会社であるときは、新株予約

権買取請求は認められない（787Ⅰ②括弧、808Ⅰ②括弧）。なお、対価として承継会社の新株予約権が交付さ

れる分割会社の新株予約権を吸収分割契約新株予約権といい（758⑤ｲ）、対価として設立会社の新株予約権が

交付される分割会社の新株予約権を新設分割計画新株予約権という（763⑩ｲ）。 

※４ 対価は完全親会社の新株予約権に限られるため、完全親会社が合同会社であるときは、新株予約権買取請

求は認められない（787Ⅰ③括弧）。なお、対価として親会社の新株予約権が交付される子会社の新株予約権

を株式交換契約新株予約権といい（768Ⅰ④ｲ）、対価として設立親会社の新株予約権が交付される子会社の新

株予約権を株式移転計画新株予約権という（773Ⅰ⑨ｲ）。 
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NO.3  

□ 消滅会社の新株予約権に対して交付する新株予約権の対価を零と定めることは許されない。 

【解答】 ×（計算詳解 p371） 

 

NO.4  

□ 新株予約権の内容として、合併に際して存続会社の新株予約権を交付する旨の定めがある場合、

当該定めにより当然に存続会社の新株予約権が交付されることになる。 

【解答】 × 合併契約の内容に従うことになる。したがって、この 236条１項８号の定めは、合併

契約において同一の条件による存続会社の新株予約権の交付に係る条項が定められた場合に、新株予

約権買取請求権を与えないこととする意義を有するにとどまる（236Ⅰ⑧、787Ⅰ①）。 

 

NO.5 ［H19-35-ｱ］ 

□ 吸収合併をする場合において、吸収合併消滅会社が新株予約権を発行しているときは、当該新株

予約権に係るすべての新株予約権者が当該新株予約権の買取請求をすることができる。 

【解答】 ×(787Ⅰ①) 

 

NO.6 ［H22-33-ｳ］ 

□ 吸収合併消滅株式会社の新株予約権の新株予約権者に金銭を交付することとされた場合、当該新

株予約権者は、当該吸収合併消滅株式会社に対し、その新株予約権を公正な価格で買い取ることを

請求することができる。 

【解答】 ○(787Ⅰ①) 

 

NO.7   

□ 吸収分割株式会社の新株予約権の新株予約権者は、当該吸収分割株式会社に対し、その新株予約

権を公正な価格で買い取ることを請求することができる。 

【解答】 ×(787Ⅰ②) 
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NO.8  

□ 吸収分割をする場合において、吸収分割会社が新株予約権を発行しているときは、吸収分割契約

新株予約権の新株予約権者のうち新株予約権の内容に関する会社法第 236 条第１項第８号ロの定

めがないのに吸収分割承継会社の新株予約権を交付されることとされた新株予約権者に限り、当該

新株予約権の買取請求をすることができる。 

【解答】 ×(787Ⅰ②) 

 

NO.9 ［H22-33-ｴ］ 

□ 吸収分割承継株式会社の新株予約権の新株予約権者は、当該吸収分割承継株式会社に対し、その

新株予約権を公正な価格で買い取ることを請求することができる。 

【解答】 × 会社法上、吸収分割承継株式会社の新株予約権の新株予約権者が当該吸収分割承継株

式会社に対しその新株予約権を公正な価格で買い取ることを請求することができるとする旨の規定

は存在しない。 

 

NO.10 ［H22-33-ｵ］ 

□ 新設分割株式会社の新株予約権の新株予約権者は、その新株予約権の内容として、新設分割をす

る場合に新設分割設立株式会社の新株予約権を交付する旨及びその条件が定められたにもかかわ

らず、新設分割計画において新設分割設立株式会社の新株予約権の交付を受けないこととされたと

きは、当該新設分割設立株式会社に対し、その新株予約権を公正な価格で買い取ることを請求する

ことができる。 

【解答】 × 新設分割株式会社の新株予約権の新株予約権者が、自己の有する新株予約権を公正な

価格で買い取ることを請求するのは、当該新設分割株式会社であって、新設分割設立株式会社ではな

い（808Ⅰ②ロ）。 

 

以 上 
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